
令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容

妥当性 Ａ
環境審議会は、環境基本法第44条及び地方自治法第138
条の4及び四街道市環境審議会条例に位置づけられてお
り、実施すべき事業です。

有効性 Ａ
環境施策に関する重要事項を審議し、適正な環境行政の
運営に寄与しています。

効率性 Ａ
重要事項の審議に当たり、すぐに諮問できる体制を整えて
いることにより、緊急性を要する案件に迅速に対応できて
います。

妥当性 Ａ
「まちをきれいにする条例」における、市民が快適に生活
できる清潔できれいなまちづくりを推進するために必要な
事業です。

有効性 Ａ
事業を推進することで、四街道駅周辺をはじめ市内の環
境美化が維持されています。

効率性 Ａ
市内の美化を進める個人、団体の活動が広がってきてお
り、行政との連携が進んでいます。

妥当性 Ａ
市は管内保健所と連携し食中毒防止に努める義務があり
ます。

有効性 Ａ

食中毒注意報及び警報発令、食品営業許可証の発行は
県の権限となりますが、市内の状況を把握する市が連携
することで適切な状況判断が可能となり、市民の食の安
全の確保につながっています。

効率性 Ａ

食中毒注意報及び警報発令、食品営業許可証の発行は
県の権限となりますが、市内の状況を把握する市が連携
することで適切な状況判断が可能となり、市民の食の安
全の確保につながっています。

205
環境政策推進事
業

環境政策課

環境施策に関する事
項の審議結果が環境
行政の運営に反映さ
れている。

環境審議会において
環境政策に関する審
議を行うため、委員の
委嘱、会議の運営等
を行う。

事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

環境審議会を３回開
催し、適切に会議を
運営しました。
第２次環境基本計画
の中間年の見直しを
行いました。

現行どおり

環境審議会を適切、効
率的に運営します。
第２次環境基本計画
の進行管理を着実に
行います。

市民が快適に生活で
きる清潔できれいな
まちづくりを推進する
ため、環境美化推進
重点地区の見回りや
駅前公衆トイレの衛
生管理、環境美化表
彰などを実施しまし
た。

現行どおり

美化推進重点地区を
中心に市内の環境美
化に関する施策を引き
続き推進します。

206
環境衛生推進事
業

環境政策課

四街道駅周辺をはじ
めとした市内全域が
清潔できれいなまち
になり、市民が快適
に生活している。

市民が快適に生活で
きる清潔できれいなま
ちづくりを推進するた
め、環境美化推進重
点地区の見回りや駅
前公衆トイレの衛生管
理、環境美化表彰な
どを実施する。

食中毒注意報及び食
中毒警報発令時の各
関係機関への周知を
行うとともに、食品営
業許可継続申請の受
理及び許可証の受け
渡しを行いました。

現行どおり

引き続き食中毒注意
報及び食中毒警報発
令時の各関係機関へ
の周知を行います。な
お、食品営業許可許
可継続申請の受理及
び許可証の受け渡し
の代行は、平成30年
度をもって終了しまし
た。

207 食品衛生事業 環境政策課

市民及び事業者に食
中毒防止の啓発を行
うとともに、食中毒注
意報及び食中毒警報
の発令時はすばや
く、注意喚起を行うこ
とで市民が食の安全
を確保できている。

県と連携し食中毒注
意報及び食中毒警報
発令時の各関係機関
への周知を行う。
食品営業許可継続申
請の受理及び許可証
の受け渡しを行う。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
犬の登録及び注射は、狂犬病予防法に基づき実施する事
業です。

有効性 Ａ
狂犬病発症を防止するとともに飼犬の適正飼育につな
がっています。

効率性 Ａ
集合注射を実施することで、注射機会を拡大し実施率の
向上を図っています。

妥当性 Ａ
水道法第39条及び四街道市小規模水道条例第8条に基
づく必須事業です。

有効性 Ａ 小規模水道施設の適正管理につながっています。

効率性 Ａ 計画的な立ち入り調査に努めています。

妥当性 Ａ
墓地、埋葬等に関する法律、四街道市市営霊園条例、同
条例施行規則に定められた霊園の整備業務です。

有効性 Ａ 市営霊園の適正管理に寄与しています。

効率性 Ａ 適正な整備により効率的な運営につながっています。

犬の登録鑑札の交
付、狂犬病予防注射
済票の交付、集合狂
犬病予防注射を実施
しました。

現行どおり

犬の登録鑑札の交
付、狂犬病予防注射
済票の交付、集合狂
犬病予防注射を実施
します。

208 畜犬事業 環境政策課

狂犬病の予防及び人
と動物が共生できる
社会が形成されてい
る。

狂犬病予防法に基づ
く飼犬の適性飼育の
一環として、登録鑑札
の交付、狂犬病予防
注射済票の交付、集
合狂犬病予防注射を
実施する。また、犬及
び猫の不妊手術助成
金交付等を行う。

水道施設の水質及び
施設が適正に管理さ
れるよう立ち入り検査
等による指導を実施
しました。また適切な
施設指導及び施設把
握のため諸手続きの
審査及び受理を実施
しました。

現行どおり

引き続き、水道施設の
水質及び施設が適正
に管理されるよう立入
検査等による指導を行
います。また適切な施
設指導及び施設把握
のため諸手続きの審
査及び受理を行いま
す。

209
飲用水衛生対策
事業

環境政策課
水道法等に基づき水
道施設が適正に管理
されている。

水道施設の水質及び
施設が適正に管理さ
れるよう立入検査等
による指導を行う。ま
た適切な施設指導及
び施設把握のため諸
手続きの審査及び受
理を行う。

墓地の使用許可、使
用料及び管理料の徴
収等に係る事務、霊
園の一時使用受付事
務・園内の清掃・樹木
の剪定・施設の保守
等の管理運営につい
て指定管理者である
地元地区へ委託する
事務、その他霊園施
設設備の保守点検等
を各種専門業者に委
託する事務を実施し
ました。

現行どおり

墓地の使用許可、使
用料及び管理料の徴
収等に係る事務、霊園
の一時使用受付事務・
園内の清掃・樹木の剪
定・施設の保守等の管
理運営について指定
管理者である地元地
区へ委託する事務、そ
の他霊園施設設備の
保守点検等を各種専
門業者に委託する事
務を実施します。

210
市営霊園管理運
営事業

環境政策課

霊園の安定管理、安
定運営により利用者
が安心して使用して
いる。

墓地の使用許可、使
用料及び管理料の徴
収等に係る事務、霊
園の一時使用受付事
務・園内の清掃・樹木
の剪定・施設の保守
等の管理運営につい
て指定管理者である
地元地区へ委託する
事務、その他霊園施
設設備の保守点検等
を各種専門業者に委
託する事務を行う。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
墓地、埋葬等に関する法律、四街道市市営霊園条例、同
条例施行規則に定められた霊園の整備業務です。

有効性 Ａ 市営霊園の適正管理に寄与しています。

効率性 Ａ 適正な整備により効率的な運営につながっています。

妥当性 Ａ
墓地、埋葬等に関する法律第５条（改葬）、第10条（経営
許可等）及び四街道市墓地等の経営の許可等に関する条
例に基づく必須事業です。

有効性 Ａ
適正な事務の実施により、墓地の使用及び改葬が支障な
く実施できています。

効率性 Ａ
許可等の相談に適切に対応することで、その後の許可等
を円滑に進めています。

妥当性 Ａ
環境基本条例第21条及びダイオキシン類から大気を守る
条例第6条に基づき実施しています。

有効性 Ａ
市内の環境状況の継続的な把握が市民生活の安心につ
ながっています。

効率性 Ａ
毎年計画的に市内の環境状況を把握し、最適に実施して
います。

平成30年度において
は、実施しませんでし
た。

現行どおり
必要に応じて改修工
事等を行います。

211
市営霊園整備事
業

環境政策課

霊園を整備すること
により、より多くの墓
地使用者が安心して
霊園を使用している。

必要に応じて改修工
事等を行う。

墓地、納骨堂、火葬
場の経営の許可等の
事務を適正に行いま
した。

現行どおり
墓地、納骨堂、火葬場
の経営の許可等の事
務を適正に行います。

212 墓地等管理事業 環境政策課

公衆衛生上支障なく
適正な墓地の使用及
び改葬ができてい
る。

墓地、納骨堂、火葬
場の経営の許可等の
事務を行う。

河川水質、大気環境
（ダイオキシン類濃度
測定）及び地下水水
質の各調査を実施し
ました。

現行どおり

河川水質、大気環境
（ダイオキシン類濃度
測定）及び地下水水質
の各調査を実施しま
す。

213
公害調査測定事
業

環境政策課

生活環境が公害など
で汚染されていない
ことを知り、市民が安
心して生活している。

継続的な公害調査を
行い、大気、河川など
が汚染されていないこ
とを確認する。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
環境への負荷の低減、地球温暖化防止等の環境保全に
資するため今後も継続して実施する必要があります。

有効性 Ａ

住宅用省エネルギー設備設置者等に補助金を交付するこ
とで普及促進を図り、環境への負荷の低減が図られてい
ます。また、職員による野焼き行為の指導等により、市内
の生活環境保全が図られています。

効率性 Ｂ

住宅用省エネルギー設備設置者への補助金については
県補助を活用し、実施していますが、小規模雨水利用設
備設置者への補助金については市単独補助金であり、ま
た、ここ数年において申請件数が急減したことから、ある
程度の普及促進が図れたものと判断できます。

妥当性 Ａ 騒音規制法第18条に基づき実施しています。

有効性 Ａ
騒音、振動等の測定機器の維持管理を行い、調査・苦情
に対応しています。

効率性 Ａ 最適な方法で実施しています。

妥当性 Ａ 国、県の補助制度に基づく市の補助金支出事業です。

有効性 Ａ
高度処理型合併処理浄化槽を普及促進させることで、市
民の生活環境の保全及び公衆衛生が向上しています。

効率性 Ａ
市の補助金支出に係る国・県補助金の制度が確立されて
います。

省エネ設備等の普及
のため補助金の交付
を実施しました。
また、補助金交付要
綱の見直しを行い、
改善をしました。

一部改善

住宅用省エネルギー
設備等設置者への補
助金交付を実施しま
す。
また、補助金要綱の見
直しを行うなどし、実
状に則した形で改善を
図っていきます。
なお、小規模雨水利用
設備設置者への補助
金交付は元年度より
廃止します。

214
環境保全対策事
業

環境政策課

環境への負荷の低減
を図り、地球温暖化
防止等の環境保全に
資するため、住宅用
太陽光発電システム
設置者等に補助金を
交付することで普及
促進が図られてい
る。野焼き行為、不法
投棄等を防止し環境
保全が図られてい
る。

市内の生活環境保全
のため野焼き行為の
指導、不法投棄及び
残土等の埋め立て等
の監視及び指導を行
う。また、環境への負
荷の低減を図り、地球
温暖化防止等の環境
保全に資するため、
住宅用太陽光発電シ
ステム及び住宅用省
エネルギー設備の普
及促進に向け設置者
に補助金を交付する。

自動車騒音測定評価
及び騒音、振動等測
定機器の維持管理を
を実施しました。

現行どおり

自動車騒音測定評価
及び騒音、振動等測
定機器の維持管理を
行い、調査を実施しま
す。

215
公害防止対策事
業

環境政策課
生活環境の保全が図
られている。

自動車騒音の測定及
び調査・苦情に対応
するため測定機器の
維持管理を行う。

高度処理型合併処理
浄化槽を設置した者
に対し、合併処理浄
化槽設置整備促進事
業補助金を交付しま
した。

現行どおり

高度処理型合併処理
浄化槽を設置した者に
対し、合併処理浄化槽
設置整備促進事業補
助金を交付します。

216
合併処理浄化槽
普及促進事業

環境政策課

高度処理型合併処理
浄化槽を普及させる
ことで、市民の生活
環境の保全及び公衆
衛生が向上してい
る。

生活排水による公共
用水域の水質汚濁防
止のため、し尿と雑排
水を合わせて処理す
る高度処理型合併処
理浄化槽を設置した
者に対し、合併処理
浄化槽設置整備促進
事業補助金を交付す
る。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
地下水汚染防止対策として観測井戸及び汚染井戸の水
質調査並びに曝気処理を行い汚染の拡散を防止するた
めの事業であり、継続して実施する必要があります。

有効性 Ａ
地下水汚染防止対策として観測井戸及び汚染井戸の水
質調査並びに曝気処理を行い汚染の拡散を防止するた
めに実施しています。

効率性 Ａ 県と連携のうえ計画的に事業を実施しています。

妥当性 Ａ
印旛沼流域市町等が一体となって印旛沼浄化対策に取り
組む事業であり、本市としても流域自治体として継続的に
行う必要があります。

有効性 Ａ
自然環境の保全を行うことにより、市民が暮らしやすい生
活環境となっています。

効率性 Ａ
市職員及び市民団体等の協力により実施しており、コスト
削減の余地はありません。

妥当性 Ａ

一般廃棄物の処理に関する事務は、自治事務として定め
られており、職員の専門知識の習得及び他市町村の情報
収集は不可欠です。また、ごみ処理対策委員会について
は、各自治体により廃棄物の事情や方針が異なり、当市
にとって最善の施策を検討するためには諮問等は必要で
す。

有効性 Ａ
情報の共有やごみ処理対策委員の意見により、廃棄物処
理業務の効率化・円滑化がなされています。

効率性 Ａ 必要最小限のコストで最適な方法で実施しています。

印旛沼流域水環境健
全化会議の活動にお
いて河川清掃等を実
施しました。また、ホ
タル自生地保護のた
め、ホタル自生地の
土地の借上げを行い
ました。

現行どおり

印旛沼流域水環境健
全化会議の活動にお
いて河川清掃等を実
施します。また、ホタル
自生地保護のため、ホ
タル自生地の土地の
借上げを行います。

218
自然環境対策事
業

環境政策課

河川、湖沼の水環境
の改善や治水対策に
取り組むことにより、
水質の悪化を防止し
市民が安心して生活
できる。また、ホタル
自生地など優良自然
地の保全を行う。

印旛沼流域水環境健
全化会議の活動にお
いて河川清掃等を実
施する。また、ホタル
自生地保護のため、
ホタル自生地の土地
の借上げをする。

地下水汚染機構解明
調査、汚染井戸水質
調査等を実施しまし
た。

現行どおり

物井地先の調査に加
え、大日地区の汚染
機構解明調査等を実
施します。

217
地下水汚染防止
対策事業

環境政策課

地下水汚染対策事業
を実施し、汚染状況
の把握及び汚染除去
作業を行い、市民が
安心して生活してい
る。

観測井戸による水質
などの監視及び汚染
地下水の浄化作業を
行うなど、地下水汚染
対策を講ずるととも
に、汚染井戸の水質
調査を継続する。

ごみ処理対策委員会
について諮問事項が
なかったため、開催し
ませんでした。
全国都市清掃会議及
び千葉県環境衛生促
進協議会が主催する
各種研修会に参加
し、法令改正や他市
町村の廃棄物行政の
情報を共有できまし
た。
通報による不法投棄
の回収・撤去を行うと
ともに、不法投棄対
策として看板の作製
及び設置を行い、公
衆衛生を向上できま
した。

現行どおり

ごみの減量化・リサイ
クル等の施策を立案
する際に必要な職員
の専門知識や先進自
治体の情報を得るた
め、研修等に参加し、
当市のごみ処理行政
を担う職員の人材育
成に努めます。
ごみ処理施策に関して
意見を伺うため、ごみ
処理対策委員会を開
催します。
また、市民からの要望
に応じて、不法投棄禁
止看板の作製、設置を
行い、不法投棄の禁
止を広く啓発します。

219 廃棄物対策事業 廃棄物対策課

専門的知識の向上、
情報の共有により、
効率的かつ円滑に業
務を実施する。また、
ごみ処理対策委員の
意見や助言を得て、
効率的かつ円滑に業
務を実施する。

ごみ処理施策に関す
る諮問事項を審議す
るごみ処理対策委員
会を開催する。
全国都市清掃会議及
び千葉県環境衛生促
進協議会が主催する
各種研修会に参加
し、法令改正や他市
町村の廃棄物行政の
情報提供を受ける。
不法投棄の迅速な撤
去を行うとともに、不
法投棄対策として看
板の作製、設置を行
う。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
国が推進する廃棄物の発生抑制、再使用及び再生利用
を通じ、資源の消費を減らし、環境負担の少ない循環型社
会の構築には、当事業は必要不可欠です。

有効性 Ａ

おおよそごみ減量傾向にあり、成果は上がっているものと
考えます。市民活動が活発になるに伴い、行政へのニー
ズも増大するものと考えられる事から、当事業を更に拡充
していく事が必要であると考えます。

効率性 Ｂ

循環型社会の構築に向けて各施策の拡充により、市の費
用負担は増大しますが、家庭系ごみ処理手数料制度や民
間事業者等によるリサイクルを活性化させる事により、行
政によるごみ処理経費やリサイクル費用の負担が軽減さ
れれば、将来的にトータルコストは削減される可能性があ
ると考えます。

妥当性 Ａ
一般廃棄物の処理等のためには、新たなごみ処理施設の
整備が必要不可欠です。

有効性 Ｂ

新たなごみ処理施設の整備は、将来にわたって安定的な
ごみ処理を実現するために必要不可欠な事業です。
そのため、早期操業に向け、土壌汚染対策について検討
する必要があります。

効率性 Ａ
ごみ処理施設の整備及び運営をＤＢＯ方式（民間事業者
に施設の設計・建設と運営・維持管理を一括で担わせる
方式）にて行うことにより事業費の削減に努めます。

妥当性 Ａ
新たなごみ処理施設の整備には、関係自治会等との協議
が必要不可欠です。

有効性 Ａ
新たなごみ処理施設の周辺の整備は、将来にわたって安
定的なごみ処理を実現するために必要不可欠な事業で
す。

効率性 Ａ
ごみ処理施設の操業及び整備においては、何より地元地
区のご理解を得ることが最重要課題であり、協議並びに
交渉を真摯に進める必要があります。

産業まつりにおける
食品ロス削減の啓発
等3Rの啓発事業を実
施し、ごみの減量、リ
サイクルを推進できま
した。
また、令和2年9月か
ら家庭系ごみ処理手
数料制度の導入に向
けて、区・自治会単位
や公共施設を利用し
た市民説明会の実施
及び廃棄物の処理及
び清掃に関する条例
の一部を改正する条
例の改正をしました。

一部改善

令和2年9月から家庭
系ごみ処理手数料制
度導入に向けて、導入
準備に係るスケジュー
ルに基づき、各種委託
契約締結等制度設計
を進めていきます。

220
ごみ減量化・リ
サイクル推進事
業

廃棄物対策課

循環型社会の構築に
向け、３Ｒ啓発事業等
を実施し、ごみの減
量や資源物のリサイ
クルを推進する。

ごみの減量、リサイク
ルを推進するため、買
い物袋持参運動や産
業まつりにおける啓発
事業を行う。
再資源化物集団回収
事業実施団体等に対
して助成を行う。

早期操業に向け、埋
蔵文化財調査、都市
計画決定及び生活環
境影響調査が完了し
ました。なお、ごみ処
理施設の整備・運営
を行う事業者の決定
に係る入札について
は、土壌汚染対策を
進める必要が生じた
ことから、中止いたし
ました。

一部改善

次期ごみ処理施設等
用地内で行った土壌
調査結果を踏まえ、千
葉県及び指定調査機
関の指導を仰ぎなが
ら、早期操業に向け、
土壌汚染対策につい
て検討してまいりま
す。

221
次期ごみ処理施
設整備事業

廃棄物対策課

次期ごみ処理施設等
の整備を行い、市民
が安心・安全に生活
できる。

将来にわたって安定
的なごみ処理を実現
するための施設整備
について、関係自治
会等と協議を行う。ま
た、次期ごみ処理施
設等用地の維持管理
を行う。

現行どおり

ごみ処理施設の操業
及び整備においては、
何より地元地区のご理
解を得る事が最重要
課題であり、協議並び
に交渉を真摯に進め
ていきます。

222
ごみ処理施設周
辺対策事業

廃棄物対策課

次期ごみ処理施設等
の整備を行い、市民
が安心・安全に生活
できる。

次期ごみ処理施設等
用地周辺地域からの
要望に答えるととも
に、利用者の利便性
の向上に努めます。

関係自治会等との協
議並びに交渉を真摯
に進めるとともに、次
期ごみ処理施設の円
滑な推進に向けて取
り組む事ができまし
た。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
四街道市農業近代化資金利子補給条例や四街道市農業
経営基盤強化資金利子補給金交付要綱の規定により利
子補給を行っています。

有効性 Ａ
農業制度資金が適正かつ円滑に融資されることで、本制
度を利用する農業者等の経営の安定につながっていま
す。

効率性 Ａ
市だけではなく国や県も利子補給していますが、本制度を
利用する農業者も応分の負担はしています。

妥当性 Ａ

有害鳥獣捕獲事業は、鳥獣保護法に基づき実施していま
す。また、有害鳥獣による各種被害が報告されており、農
作物等への被害防止の観点から本事業を継続して実施
することは必要です。

有効性 Ａ
継続して捕獲することにより、被害防止には一定の効果が
認められます。

効率性 Ａ
鳥類の捕獲数は、銃器による鳥類の捕獲を限られた予算
の中で年2回実施し、効果的な捕獲を行っています。

妥当性 Ａ
市民が気軽に安心して農産物栽培ができ、農業への理解
を深める場として、市直営の市民農園は必要です。

有効性 Ａ

自然にふれあうことができるレクリエーションの場として、
また、農業への理解を深める機会として、市民農園を利用
してもらうことで、農業への関心・理解を高めることにつな
がっています。

効率性 Ａ
市民農園の利用状況を勘案し利用区画数を減らすなど工
夫し、農地の借上料や管理委託料の削減に努めていま
す。

利子補給を行うことで
農業者の経営の安定
化に寄与しました。

現行どおり

農業制度資金を利用
した農業者及び農業
団体に対し、利子補給
を実施します。
なお、農業経営基盤強
化資金に係る利子補
給については、平成30
年度で対象者への利
子補給が終了となった
ため、令和元年度から
はなくなります。(平成
24年度以降の新規貸
付決定分に対しては、
制度改正により全額
国庫負担となっていま
す。

223
地域農業振興特
別融資制度推進
事業

産業振興課

農業制度資金が適正
かつ円滑に融資運営
されるとともに農業者
の経営が安定してい
る。

農業制度資金を利用
した農業者及び農業
団体に対し利子補給
を実施する。地域農
業振興特別融資制度
推進会議を運営す
る。

有害鳥獣捕獲事業で
は、鳥類・小型獣とも
に目標数に届かない
ものの農作物の被害
防止に一定の効果が
ありました。また、千
葉みらい農業協同組
合等の農業関係団体
に対し、補助金や負
担金を交付しました。

現行どおり

農林業に関する調査、
研究、研修及び啓発
などの事業に対し、各
農業団体等への補助
金等を交付します。ま
た、農作物の生産性
向上のため水稲病害
虫防除や有害鳥獣捕
獲を行います。

224
農産物生産等支
援育成事業

産業振興課

農産物の生産性が向
上し、経営の安定が
図られ、農政に関す
る情報提供や地区・
地域の連絡調整がで
きる。また、農産物生
産団体の事業の円滑
化と組織の強化が図
られている。

農林業に関する調
査、研究、研修及び啓
発などの事業に対し、
各農業団体等への補
助金等を交付する。ま
た、農作物の生産性
向上のため水稲病害
虫防除や有害鳥獣捕
獲を行う。

利用者の高齢化等に
より、利用者数が
年々減少しました。ま
た、平成30年度に農
園の一部を土地所有
者に返還し、利用区
画数を見直しました。

現行どおり

市民農園利用者の高
齢化等により、年々利
用率が低下しているこ
とから、市政だよりや
市ホームページ等の
広報を活用して新たな
利用者を開拓します。

225 市民農園事業 産業振興課

市民が野菜などの栽
培を通じて自然にふ
れあうとともにレクリ
エーションの場とし
て、農業への理解を
深められ、環境が保
全されている。

野菜などの栽培を通
じて自然にふれあうこ
とができるレクリエー
ションの場として、ま
た、農業への理解を
深める機会として市内
３か所の市民農園の
貸出しを行う。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
主食用米を安定的な価格で供給するには、国策である米
の転作事業（経営所得安定対策等事業）を推進する必要
があります。

有効性 Ａ

各農家における水稲の作付面積は小さく、自家消費のた
めに米を栽培している農家がほとんどですが、一部の農
家では主食用米から飼料用米等への転換につながってい
ます。

効率性 Ａ

水稲の作付面積が１ヘクタール未満の農家が多い本市で
は、効率的かつ効果的な農作業は難しいですが、規模拡
大を図る農家への農地集積が進むことで効率が上がりま
す。また、国主導で転作事業を推進していることから、国
補助は今後も期待できます。

妥当性 Ａ
農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農用地区域
からの除外手続や農用地区区域証明、同区域外の確認
事務は必要です。

有効性 Ａ
農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農用地区域
からの除外手続や農用地区区域証明、同区域外の確認
事務を適切に行っています。

効率性 Ａ
農用地区域からの除外手続や農用地区区域証明、同区
域外の確認事務については、業者等からの依頼等に基づ
き適宜対応しています。

妥当性 Ａ
畜産農家の育成や経営の安定化のためには、畜産農家
や関係団体への支援は必要です。

有効性 Ａ
家畜伝染病の予防接種や畜舎消毒への支援により、畜産
農家の経営の安定化や畜産物等の安定供給につながっ
ています。

効率性 Ａ
国、県、畜産団体等が実施する各種事業の動向を注視し
ながら効率的かつ効果的な事業実施に努めています。

飼料用米や米粉用米
等の主食用米以外の
作付を行う農家等は
いませんでしたが、耕
作台帳システムを利
用することで、水田の
作付や転作の配分管
理を適切に行いまし
た。

現行どおり

飼料用米や米粉用米
等の主食用米以外の
作付を行う農家等に対
し、国の経営所得安定
対策等事業やその他
の補助事業により支
援します。

226
水田農業振興事
業

産業振興課

売れる米づくりを基本
として、消費者、市場
重視の米づくりによ
り、農業経営が安定
し、生産調整が円滑
に行われている。

水田の転作現地確認
及び奨励補助金を交
付、経営所得安定対
策等事業、土地改良
水田維持に対する補
助を行う。

農業振興地域整備計
画に基づき、農用地
区区域証明、同区域
外の確認事務を適切
に行いました。

現行どおり

農業振興地域整備計
画に基づき、農用地区
区域証明、同区域外
の確認事務を適切に
行います。

227
農業振興地域整
備計画事業

産業振興課

農業振興地域整備計
画に基づき、優良農
地の整備と保全が図
られ、生産基盤の整
備が進められ、生産
性の高い農業が確立
されている。

優良農地の整備・保
全等、農業振興のた
め、農業振興地域整
備計画を策定する。ま
た、農業振興地域の
整備に関する法律に
基づき、農用地区域
からの除外手続や農
用地区域証明、農用
地区域外確認を発行
する。

家畜伝染病の予防接
種と継続的な畜舎消
毒の実施により、家
畜伝染病の発生を防
止することができまし
た。

現行どおり

家畜伝染病に関する
補助を行うとともに、畜
産事業等に対し支援
を行います。

228 畜産支援事業 産業振興課

生産者の経営の安定
化及び畜産物の安全
性の確保が図られて
いる。

畜産に関する調査、
研究、研修及び啓発
などの事業に対し、畜
産団体に補助金を交
付するとともに、伝染
病の発生予防及び蔓
延防止の対策を実施
する。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
効率的かつ安定した農業経営を営む農業者等の育成を
図るため、事業の推進が必要です。

有効性 Ａ
認定農業者は、国の補助制度が活用でき、施設や機械の
整備や資金面で優遇されることから、認定農業者の育成
を推進することは有効です。

効率性 Ａ
経営改善・効率化に意欲ある農業者を認定農業者に誘導
することにより、農業経営の改善を図っています。

妥当性 Ａ
農作業時の安全や効率化を図るためには、継続して農道
舗装や補修、砕石の配布を実施する必要があります。

有効性 Ａ
農道を整備することにより、農作業時の安全や効率化に
つながっています。

効率性 Ａ
整備が必要な農道を順位付けし、予算を配分することで、
効果的な事業実施に努めています。

妥当性 Ａ
良好な農村環境の維持にためには、地域農業者が協力し
て実施している活動への支援は必要です。

有効性 Ａ 事業実施により、農村機能が適切に維持されています。

効率性 Ａ
国の事業である多面的機能支払交付金や環境保全型農
業直接支援事業を効果的に活用しています。

経営改善・効率化に
意欲ある農業者等が
作成した農業経営改
善計画について、新
規1件、再認定3件を
認定しました。

現行どおり

経営改善・効率化に意
欲ある農業者を認定
農業者に誘導するとと
もに、認定農業者に認
定農業者推進事業補
助金を交付し、農業経
営の改善に必要な機
械・施設整備を支援し
ます。

229
農業経営基盤強
化促進事業

産業振興課

農用地の利用集積に
より、営農意欲の高
い農業者の農業経営
の効率化や規模拡大
が図られている。

農業者から提出され
る、安定的な農業経
営の基礎となる農業
経営改善計画を審査
し、認定農業者の認
定を行う。

農道補修工事につい
ては、吉岡地先の農
道を実施するととも
に、舗装工事につい
ては、山梨地先の農
道を実施しました。ま
た、農道整備用砕石
については、希望す
る農家組合に配布し
ました。

現行どおり

農家組合等からの要
望により、未舗装の農
道や軟弱、劣化した農
道を舗装・補修しま
す。

230 農道整備事業 産業振興課
農作業の効率化や地
域住民の生活環境が
向上している。

農家組合等からの要
望により、未舗装軟弱
道路の農道舗装の実
施や表面の荒れた砂
利農道に農道整備用
砕石を配布する。

地域農業者が協力し
て農業用排水路や農
道等の草刈、泥上げ
等を行う多面的機能
支払交付金事業や減
農薬等に取り組む環
境保全型農業直接支
援対策事業の実施者
に対して交付金を交
付しました。

現行どおり

多面的機能支払交付
金事業及び環境保全
型農業直接支援対策
事業の交付事務を行
います。

231
農地保全管理事
業

産業振興課

高齢化、混住化の進
行で集落機能が低下
し農地の保全管理が
困難となっているた
め、地域ぐるみでの
農地の保全管理や耕
作放棄地拡大抑制の
事業を行い良好な農
地が保全されてい
る。

国制度の多面的機能
支払交付金事業（旧
農地・水・環境保全向
上対策事業）及び環
境保全型農業直接支
援対策事業交付事
務、耕作放棄地対策
事業として補助金の
交付事務を行う。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
水源涵養や土砂の流出防止など、森林が持つ公益的機
能を発揮させるために森林整備事業は必要です。

有効性 Ａ
森林整備事業を実施することで、森林の荒廃化防止につ
ながっています。

効率性 Ａ
森林整備事業補助金を交付することで、効果的な森林整
備が図られています。

妥当性 Ａ
四街道市保存樹木、樹林保存要綱に基づた樹林の保全
は必要です。

有効性 Ａ
市が保存樹木、樹林に指定することにより、安易な伐採の
防止や、保存価値の高いものや樹種が稀なもの等の保
存・管理が適切に行われています。

効率性 Ａ
保存樹木、樹林の管理助成金は平成27年度に廃止しまし
たが、その後も管理者によって適切に管理されています。

妥当性 Ａ
台風や地震等の災害により破損した農道等の施設を復旧
するために必要な事業です。

有効性 Ａ 被害が発生した場合には適切に対応しています。

効率性 Ａ 被害が発生した場合には適切に対応しています。

植林・下刈・枝打・間
伐の作業を行った実
施者に対して、森林
整備事業補助金の交
付を行いました。緑の
募金については、目
標額を上回る募金額
を集めることができま
した。

現行どおり
森林保全や整備にか
かる事業に対して支援
を行います。

232 林業振興事業 産業振興課

森林整備を計画的に
実施することや適正
な指導による森林の
保全などを行うこと
で、適切な林業経
営、災害などの被害
防止、緑豊かな生活
環境が保たれてい
る。

森林整備事業への補
助金事務、伐採届の
受理、小規模林地開
発行為に伴う意見書
の提出、緑の募金運
動を実施する。

指定されている保存
樹木・樹林の管理者
からの相談等につい
て適切に対応しまし
た。

現行どおり
指定されている保存樹
木、樹林の保全に努
めます。

233
保存樹木樹林等
保存選定事業

産業振興課

保存価値の高いも
の、樹種が稀なもの
の樹木を保存、管理
することにより、緑化
が保全されている。

四街道市樹木・樹林
等保存要綱に基づ
き、保存樹木等の選
定を行う。

平成30年度に被害発
生した農道等はあり
ませんでした。

現行どおり

台風や地震等の災害
により被害が発生した
農道等の農業施設に
ついて、現地確認、調
査、復旧等を行いま
す。

234
農業施設災害復
旧事業

産業振興課

災害により破損した
農業目的道路及び公
共施設などを被害状
況の把握及び復旧を
支援することで、安定
した農業経営ができ
ている。

被害発生した農道、
農地の調査・報告・復
旧支援を行う。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
大規模小売店舗の立地による周辺環境への影響に配慮
するためには、審議会を通じて、様々な市民意見を集約す
る必要があります。

有効性 Ａ
審議会を通じて、様々な市民意見を集約することにより、
大規模小売店舗の立地による周辺環境への影響に対す
る配慮につながっています。

効率性 Ａ
市民意見を集約するにあたり、学識経験者や公募による
市民などにより構成されている審議会を通じて、効率的な
実施に努めています。

妥当性 Ａ
中小企業の育成振興を図るため、市が関与すべき事業で
す。

有効性 Ｂ
制度を利用したい事業者に向け、国、県及び他市町村が
実施する融資制度の動向を注視しながら、必要に応じて
改善を図り、利用しやすい制度としていきます。

効率性 Ａ
利用者は、国、県及び市で実施する融資制度からどの制
度を利用するか選択できることから、国、県の制度と連携
し、効果的に実施しています。

妥当性 Ａ
一次産業としての農業、二次産業としての製造業、三次産
業としての小売業など、異業種交流の場として、市内産業
の活性化のため、必要な事業です。

有効性 Ａ

市内の事業者や団体が一同に会する場を設けることで、
消費者にとっては、市内産業の発展状況について知ること
ができ、また、農商工業者にとっては、異業種交流の場と
して、市内産業を盛り上げていく機運が高められ、相互理
解が深まっています。

効率性 Ｂ
必要最低限の経費支出に努めているところですが、さらな
る経費節減に努めていきます。

大規模小売店舗の届
出があり、商工開発
促進審議会を開催し
答申を得ることができ
ました。

現行どおり

大規模小売店舗の届
出により、商工開発促
進審議会を開催し、大
規模小売店舗出店等
に係る周辺環境への
影響等について意見
を集約します。

235
商工業振興促進
事業

産業振興課

商工業の振興を促進
することで、地域経済
が活性化されてい
る。

大規模小売店舗立地
法や中心市街地の活
性化に関する事項、
商工近代化及び開発
促進に関する事項の
諮問を行う附属機関
の運営を行う。

本制度の適切な運営
を図ることで、利用者
の円滑な資金調達を
実現し、経営安定化
及び事業拡大等に寄
与しました。

一部改善

中小企業者等に対す
る資金の貸付を円滑
にするため、貸付金融
機関にその資金源を
預託します。
また、融資申込者に対
する経営の診断を中
小企業経営診断顧問
に委託します。
中小企業者等が利用
しやすいように、利用
期間や貸付資金の見
直しを必要に応じて検
討します。

236
中小企業資金融
資事業

産業振興課

融資及びその借入に
より生じる利子に対し
支援を講じることで、
中小企業の育成振興
が図られている。

中小企業の育成と振
興のため、中小企業
者への資金融資及び
その利子補給を行う。

生産者、商工業者及
び消費者の交流促進
を図るとともに、市の
産業振興に寄与する
ことができました。

一部改善

市内外から産業まつり
への来場者増に繋が
るよう、産業まつり実
行委員会において、事
業の効率性等の観点
から見直しを検討しま
す。

237
産業まつり実施
事業

産業振興課

市内の農産物、商工
業製品等の展示及び
即売等を通じて産業
の発展状況を広く市
民へ紹介することに
より、生産者・商工業
者と消費者との相互
理解が深められてい
る。

農林業団体、商工業
団体、消費者団体等
で構成される四街道
市産業まつり実行委
員会とともに、産業ま
つりを開催する。
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令和元年度事務事業評価シート（平成30年度実施事業）

具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
地域の商工業振興や地域の経済活動の維持・向上を図る
ため、市が関与すべき事業です。

有効性 Ａ
各種商工団体の活動に対して、補助金を交付することに
より、安定した団体活動や地域と団体との交流が図られ、
商工振興につながっています。

効率性 Ａ
補助率を設定するなど、自主性や自立性を促進すること
により、効果的に実施しています。

妥当性 Ａ
賑わい等を創出している中心市街地を活性化させるた
め、市が関与すべき事業となっています。

有効性 Ａ
市内にある空き店舗等が減少するように補助制度を活用
してもらうことで、賑わい等を創出し中心市街地及び地域
の活性化につながっています。

効率性 Ａ
市内にある空き店舗が解消できるよう利用しやすい補助
制度を設けるとともに、市政だよりなどを通した周知を図
り、効率的な事業の促進に努めています。

妥当性 Ａ
雇用や自主財源の確保を図るため、地域の特性を生かし
た企業誘致活動を推進する必要があります。

有効性 Ａ
異業種交流の場への参加や企業への戸別訪問、金融機
関との連携など、継続的な企業誘致活動を行い、企業誘
致の促進に努めています。

効率性 Ｂ
企業誘致の促進に向け、進出企業に対する優遇措置を検
討する必要があります。

各団体の活動が効果
的かつ適切に行われ
ることで、地域経済の
活性化に寄与するこ
とができました。

現行どおり

商工業の活性化を図
るため、各種商工団体
に対して支援を行いま
す。

238
商工振興支援事
業

産業振興課

各種商工団体等の活
動を支援することで、
地域の商工業の振興
が図られている。

地域の総合的な経済
団体である商工会及
びその他の団体の円
滑な活動を支援する
とともに、活動への助
言、意見交換等を行
う。

中心市街地活性化の
ため、空き店舗活用
する事業者に対し補
助金を交付するなど
制度の適切な運用を
しました。

現行どおり

中心市街地の活性化
を図るため、空き店舗
等活用補助制度を運
用します。

239
中心市街地等活
性化事業

産業振興課

中心市街地が活性化
することにより、地域
経済の活性化が図ら
れている。

中心市街地の活性化
に向け、空き店舗等
活用事業補助金等を
交付する。

企業交流会や会社へ
の個別訪問等による
情報収集及び誘致活
動を行いました。

一部改善

企業交流会や会社へ
の個別訪問等による
情報収集及び誘致活
動を行います。企業誘
致の促進に向け、進
出企業に対する優遇
措置等を検討していき
ます。

240 企業誘致事業 産業振興課

既存企業の育成と併
せて、企業立地動向
を把握することによ
り、立地希望企業へ
良好な立地環境が提
供できる環境が整備
されている。

既存企業の育成と併
せて既存企業の状況
及び企業立地動向を
把握するとともに、千
葉県指定団地協議会
の事業に参加し、情
報を得るなど他市町
村の環境整備の情報
を把握し、調査研究を
行う。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
市民の安定した生活基盤を支える事業であり、継続して実
施する必要があります。

有効性 Ａ

外部機関との連携によるセミナー開催や情報提供を実施
することで、すぐに雇用に結びつくものではありませんが、
継続的に事業を展開し、雇用機会の促進に努めていま
す。

効率性 Ａ
国、県及び庁内各課との連携を図ることで、雇用、労働等
に関する情報発信を効率的に実施しています。

妥当性 Ａ
人口減少時代に突入し、将来的な税収減が見込まれるた
め、市の魅力を創出し、市内外に向けて情報発信を行うこ
とで、交流人口の促進を図る必要があります。

有効性 Ａ
観光まちづくりを実践することで、来訪者を市内各所へ集
散往来させることにより、地域活力の向上につながってい
ます。

効率性 Ａ
地域主体で事業が推進できるよう、地域住民等で構成さ
れる組織と連携を図り、地域資源を活用しながら、効率的
に取り組んでいます。

妥当性 Ａ
消費生活に関するさまざまな知識を提供するため、必要な
事業です。

有効性 Ａ
消費者教育を行うことにより、賢い消費者の育成が図られ
ることで、詐欺や悪徳商法などの被害防止につながってい
ます。

効率性 Ａ
消費者の要望を踏まえつつ講座計画をすることにより、効
率的な事業実施が図られています。

３市連携による就労
支援セミナーを高齢
者または女性を対象
に開催し、雇用の促
進を行いました。

現行どおり

国・県の雇用、労働等
に関する情報の提供
を行います。また、３市
連携事業を継続すると
ともに、庁内各課と連
携を図りながら、就労
支援のためのセミナー
や説明会を開催しま
す。

241 労働行政事業 産業振興課

労働に関する情報、
求人情報などを提供
することで、市民が就
業に向けた活動がで
きている。

千葉県やハローワー
ク、ジョブカフェ千葉等
との連携を図り、就労
支援のためのセミ
ナーの開催や労働関
係の情報及び雇用情
報の提供を行う。

昨年に引き続き、地
方創生推進交付金事
業として、鹿放ヶ丘地
区等の地域資源を活
用した魅力創出事業
を実施しました。ま
た、行事・祭事等に対
して観光的な側面か
らサポートを行うこと
で、市の知名度向上
につながりました。

現行どおり

昨年度まで実施してい
た鹿放ケ丘地区も含
め、行事・祭事等に対
して観光的な側面から
サポートを行うことで、
市の知名度向上を図
ります。

242 観光支援事業 産業振興課

団体の活動等を通じ
て、観光のＰＲが円滑
に展開できるよう支
援することにより、四
街道市の観光が周知
されている。

観光事業の振興のた
め、市内の観光資源
について環境対策を
実施する。また、ちば
観光プロモーション協
議会を通じて四街道
市及び四街道市の地
元産業のＰＲを行うと
ともに、着地型旅行商
品の研究・開発を行
う。

市民の消費生活に関
する知識や情報を提
供することにより、賢
い消費者としての意
識の向上につながり
ました。

現行どおり

消費生活講座や子ど
も消費者教室、消費生
活展を継続して開催
し、消費生活の啓発を
行います。

243
消費者教育推進
事業

産業振興課

消費者団体への支援
を行うことなどによ
り、自立した賢い消費
者が育成されてい
る。

消費生活に必要な情
報や知識を提供する
ため、各方面の専門
家などを招き、講座・
イベントの開催、消費
生活展、啓発資料の
広報などをとおして、
消費者啓発を行う。
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具体的な内容
事業の
方向性

事業の展開方針

R1

事業成果
番号 事務事業名 担当部署 目的 事業概要

Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ

消費生活に関するトラブルは多重債務問題も含め多種多
様であり、かつ複雑化しています。今後もトラブル解決に
向けて、消費生活センターの機能の強化・充実をしていく
ことで消費者の保護を行っていく必要があります。

有効性 Ａ
消費生活に関するトラブルの相談に対し、消費生活相談
員による適切な助言をすることにより、解決が図られてい
ます。

効率性 Ａ
有資格の消費生活相談員を配置することにより、効率的
な事業実施が図られています。

妥当性 Ａ
国の食育基本法に基づき、食育推進計画を策定すること
になっています。

有効性 Ａ
食育推進計画を推進することは、市民一人ひとりが正しい
食生活を身につけ、健全な食生活を実践することにつな
がっています。

効率性 Ａ
食育推進計画の施策を推進することは、市民の健康増進
に寄与し、医療費の抑制にもつながることから、効果が期
待できます。

妥当性 Ａ
森林所有者の高齢化等により、森林を整備する担い手が
不足する中、市民を森林ボランティアとして養成することは
森林の荒廃化を防止する上で必要です。

有効性 Ａ
水源涵養や土砂の流出防止など、森林が持つ公益的機
能を発揮させるために、森林ボランティアを活用した森林
整備は有効です。

効率性 Ａ
森林ボランティアが、高齢化した土地所有者に代わって森
林整備に従事することで、作業効率のアップが期待できま
す。

消費生活センターに
消費生活相談員を配
置して、契約上のトラ
ブルや消費生活に関
する相談に対応し、
安全な消費生活を推
進できました。

現行どおり
相談員の資質向上に
努め、電話及び来所
の相談を行います。

244 消費者保護事業 産業振興課

消費生活に関する相
談等を行うことによ
り、一般消費者の利
益が保護されてい
る。

消費生活上の被害を
未然に防止する啓発
活動を行うとともに、
多様化する消費生活
相談に対するアドバイ
スや、和解の仲介を
行う消費生活センター
を運営する。

平成30年度中に食育
推進計画を策定しま
した。

現行どおり

食育推進計画に基づ
いた各種施策を、各担
当部署で取り組みま
す。

245 食育推進事業 産業振興課

食育基本法第１８条
によって規定されて
いる食育推進計画を
策定する。

近年、食生活をめぐる
環境の変化に伴い、
市民が生涯にわたっ
て健全な心身を培い、
豊かな人間性を育む
ための食育を推進す
ることが喫緊の課題と
なっていることから、
食育に関する施策や
事業を推進する。

森林ボランティア養成
講座を3回開催し、森
林ボランティアの確保
に努めました。

現行どおり

森林の管理に必要な
基礎的知識の習得の
ための講義と、チェー
ンソー等の機械の操
作実習を行う養成講
座を開催し、森林整備
の担い手となる森林ボ
ランティアを養成しま
す。

246
森林ボランティア
養成事業

産業振興課

森林所有者とともに
森づくりをサポートす
る森林ボランティアを
養成するため、森林
ボランティア養成講座
を開催します。

枝打ちや間伐など、森
林の管理に必要な基
礎的知識習得の為の
講義と、刈り払い機や
チェーンソー等の操作
実習を行います。
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Ｈ30

事業の評価

妥当性 Ａ
廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、一般廃棄
物の処理については市町村の責務となっているため、必
要な事業です。

有効性 Ａ
施設設備の保守点検等が計画的に実施されており、施設
の安定的な運転管理がされています。

効率性 Ａ
施設の経過年数等を考慮すると、本来であれば基幹改修
工事を行う必要がありますが、必要最低限の修繕を実施
することにより、コスト削減に努めています。

妥当性 Ａ
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の二第１項
（市町村の責務）により、必要な事業です。

有効性 Ａ
ごみの適正処理が行われることで清潔で快適な市民生活
が送れています。

効率性 Ａ 効率的なごみの処理処分を行っています。

妥当性 Ａ
県が行うイベントに同調して行うイベントで必要不可欠で
す。

有効性 Ａ
市民の環境保全や美化意識を向上させる効果がありま
す。

効率性 Ａ
秋のゴミゼロ運動を廃止したことにより、コスト削減を行い
ました。

施設の保守点検及び
整備修繕を実施した
ことにより、安定した
施設運転ができまし
た。また、測定では規
制基準を満たすこと
ができ、周辺環境へ
の影響を防止するこ
とができました。

現行どおり

設備機器の突発的な
故障への対応を速や
かに行い、安定的な施
設運営を行います。

247
クリーンセンター
管理運営事業

クリーンセン
ター

適切な運転管理及び
施設維持管理業務に
より、ごみの適正な
処理を図るとともに、
周辺環境への影響を
防止することができ
る。

ごみ焼却施設及び粗
大ごみ処理施設の適
正な維持管理と周辺
環境への影響防止の
ため、施設の運転管
理及び保守点検・整
備を行う。

市で発生したごみを、
可燃ごみ、不燃ごみ、
プラスチック・ビニー
ル類、資源物、有害
ごみ等に区分して収
集・運搬するととも
に、リサイクルに配慮
した適正な処理・処分
を行うことで市民が清
潔な環境で安心した
生活を送ることに貢
献できました。

現行どおり

市民が清潔な環境で
安心した生活ができる
よう、引き続き廃棄物
の安定継続的な処理
を行います。

248
廃棄物収集運搬
処理処分事業

クリーンセン
ター

集積所回収をはじめ
とする廃棄物の収集
運搬、中間処理、リ
サイクル、最終処分
を適正に行うことによ
り、市民が清潔な環
境で安心した生活を
送れている。

市で発生したごみを、
可燃ごみ、不燃ごみ、
プラスチック・ビニール
類、資源物、有害ごみ
等に区分して収集・運
搬するとともに、リサ
イクルに配慮した適正
な処理・処分を行う。

市民と共同で作業を
行うことにより自然環
境や町の美観が守ら
れ、清掃活動に対す
る意識を向上させる
ことができました。

現行どおり

平成３０年度より年一
回(春のゴミゼロ運動）
に限定したため、より
多くの市民の皆様に参
加していただけるよう
広く周知し、実施して
まいります。

249
ゴミゼロ運動事
業

クリーンセン
ター

散乱する空き缶等の
市内一斉清掃を行う
ことにより、ゴミの散
乱防止と自然環境及
び街の美観が守られ
ている。

自然環境と街の美観
の保持を目的とし、多
数の市民の参加によ
る市内一斉清掃を春
に実施する。
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妥当性 Ａ
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の二第１項
（市町村の責務）により、必要な事業です。

有効性 Ａ
地区清掃を実施する事により、市民の美化意識を向上さ
せるとともに災害対策や防犯上有効です。

効率性 Ａ
市職員で対応できるところは作業を行い、コスト削減を心
掛けています。

妥当性 Ａ
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の二第１項
（市町村の責務）により、必要な事業です。

有効性 Ａ
市民からの要望に迅速に対応することで適正な処理が行
われることで安全な市民生活が送れています。

効率性 Ａ
市職員が作業の合間で収集するなど効率的な処理を行っ
ています。

市内に不法に投棄さ
れたごみを迅速かつ
適正に処理したことで
市民の生活環境を保
全することができまし
た。

現行どおり

不法に投機されたごみ
を迅速かつ適正に処
理することで市民の生
活環境の保全が図ら
れるため、不法投棄が
発生した場合は、迅速
かつ適正に処理を行
います。

251
不法投棄廃棄物
処分事業

クリーンセン
ター

市内に不法に投棄さ
れた廃棄物を撤去
し、適正に処理するこ
とで市民の生活環境
保全が図られてい
る。

定期的に行う職員に
よるパトロール及び市
民等から通報を受け
た不法投棄ごみの調
査を行い、市の施設
で処理が可能なもの
は職員が撤去する。
なお、それ以外の適
正処理困難物は業者
により撤去を行う。

市民及び自治会の清
掃活動から発生する
泥や草等を収集し、
適正に処理すること
で町の美観が守ら
れ、住民の清掃活動
に対する意識を向上
させることができまし
た。

現行どおり

地区清掃を実施する
事で自然環境や街の
美観が守られるととも
に清掃活動に対する
意識の向上が図られ
るため、多くの市民の
皆様に参加していただ
けるよう広く周知し、実
施してまいります。

250
地区清掃収集処
理事業

クリーンセン
ター

市民がそれぞれ行う
清掃活動によって生
じるゴミを収集するこ
とで自然環境及び街
の美観が守られると
共に、住民の意識の
向上が図られてい
る。

市民がそれぞれの地
区で行う側溝の清掃
などの際に生じる泥
や草の収集を行う。

85 / 158 ページ




